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～ 民間保育所運営費の「一般財源化」反対の緊急要請行動について ～ 
 

一部マスコミでも報じられているように、原口総務大臣を中心に、子ども手当ての

財源をめぐり、「私立保育所運営費を一般財源化してはどうか」ということが急浮上し

ています。これに対して、急きょ、当連盟としては関係各方面への要請行動を、他団

体とも連絡・連携をしながら、進めています。 

一昨日、福島みずほ 内閣府特命担当大臣（少子化対策）に、菅原良次常務理

事と事務局政策局長他がお会いして、下記について説明と要請を行いました。 

 会員園各位におかれましては、ぜひ地元

の組織とも連絡を取る等をしてできる限り他

団体、関係団体とも連携協力の上、各地元

の民主党総支部連合会に対して至急、陳情

活動を展開されるようお願い申し上げる次第

です。 公務ご多用の中誠に恐縮には存じま

すが、上記の趣旨を何卒お汲み取り下さり、

ぜひともご協力のほどお願い申し上げます。 

 

 

 
民間保育所運営費及び施設整備費の一般財源化反対に対する 

緊急のご要望について 
平成 21 年  12 月 8 日 

社団法人 全国私立保育園連盟 

全国の民間保育園現場の立場から、民間保育所運営費及び施設整備費の一般財源化には強く反対いた

します。  

○ 保育所運営費・施設整備の一般財源化は保育現場のみならず、担当市町村行政

に於いても大きな混乱を招くものと危惧します。 

○ 何より、社会的弱者であり日本の今と将来に重大な影響を与える子どもの育ちを枠

外において、財政面から議論される保育所運営費等の一般財源化に対し強く反対い

たします。 

○ 地方分権改革推進委員会第 3 次勧告の最低基準についてとくに「人権に直結する

運営基準」を中心に守る考え方を積極的に活かすためにも一般財源化には強く反対

いたします。  

 

＊ 今後メールのみの全私保連ニュース配信を希望する園は下記までその旨を書いてメール送信して下さい。FAX を停止しメール

送信に切り替えます。FAX：03-3865-3879  E-mail:  ans@zenshihoren.or.jp 

社団法人 全国私立保育園連盟 
東京都台東区蔵前 4-11-10全国保育会館 
電話 03-3865-3880 FAX 03-3865-3879 

( 送信枚数計 1 枚) 
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熱心に説明を聴く福島大臣 

 


